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論文内容の要旨
一一」
本論文の構成は全5章からなるが，第l意でti.企業自主権の拡大から「現代企業制度 lの確¥f_へと進
展しつつある固有企業改革の過程を政策面と実態向ーから分析している。(以ド各節の内容を簡潔に記す。)
① 「政権譲利」と「手lJ改税jを中心に，企業自主権の拡大の実態とその限界を明らかにしている。
② 所有権と経営権の分離原則に基づいて実施されたー経営請負責任制」の実態とその|版界を明らかに
している。
③ 固有企業の|市場経済化」が全面的に推進されている中，国有企業改革の方向として位置づけられ
ている「現代企業制度」の導入過程を分析している。
第2章では，固有企業の合併の実態弘国内企業聞の合併.r接ぎ木方式Jによる外岡企業との合併及
び企業グループの形成における分析から明らかにしているの
① 圏内企業間の合併のパターンを総括した上で，政府の行政関与，従業員の就職配置，資産評価の実
態を分析しその問題点を明らかにしている。
② 「接ぎ木方式Jによる外国企業との合併のパターンを分析した上で，外資誘致にあたる外部環境，
資産の評価過程，外資利用における企画と具体的な実施計画について検討しているc
③ 企業グループの設立経緯，企業グループイヒ政策及びその実態について検討している。
第3章では，国有企業の「破産法」の制定過程，破産の実施状況と特徴，破産の阻害要閃.破産の問題
点について分析をしている。
① 「破詫法」の制定過梓を整理している。
② 国有企業の破産の実態を検証している。
③ 国有企業破産を阻害する要因を検討している。
④ 破産原因の設定.債権者の利益保護，破産犯罪.i破産法jの行政法的性格.r般産法」適胤範囲，
破産財団の確定範聞における分析を中心に.破産における問題点を指摘している。
第4章では，社会保障の大きな柱となっている社会保障の実態を，固有企業の養老保険.医療保険，失
業保険の各制度における改革の検討を通じて明らかにしている。
① 養老年金制度の改革の実態を分析しているC
② I~j有企業に適用する労保医療制度改革の実態を分析しているo
~) 政府の失業対策を中心に.1986年に交付した「国営企業の職員・労働者の失業保険暫定規定」の適
用性，失業救済金の算定方式，失業者の「廠内待業ーの三点に焦点を充てて検討している。
第5-t主で!i，国合企業改革の方向として位置づけられている「現代企業制度ーとはどういうものなのか，
またその確す.過程ではどういう問題に直由ーしているのかを，株式会社化された国街企業の実態分析を中心
に明らかにしている。
① 現代企業制度の内蒋，現代企業制度の企業形態泣び固有企業の会社制への改組方針.における分析
を通して，現代企業制度はどういうものなのかを明らかにしている。
② 固有企業の会社制への改組の過程において避けては通れない資産評価，企業管理機構の再編.債務
処理，補助部門の独立と非営利部門の処理はどのように進められたのかについて分析しその実態を明ら
かにしている。
③ 固有企業の会社制への改組の過程における問題点を，国家株の支配的地位の維持，株式相場の企業
経営状記との無関連性，財務会計基準の未国際化.国有企業の株式投企機という面から指摘している。
④ 証券市場及び証券管理機構の強化，法整備の面から株式市場の整備における政府の対策を検討して
いる。
以ドの詳細な研究と検討を経て，固有企業改革が成功する条件は.ハードな予算制約のもとでの公干な
競争環境を作りHlすことであるが，そのハードな予算制約メカニズムを機能させるためには，政府と企業
の徹底した分離が不司欠であること。従来のように，国家所角ーの枠内で固有企業の効率化.活性化を目指
すのでは，政府と企業の徹底した分離は不可能であり，ハードな予算制約メカニズムも機能しがたいこと
を指摘している。
論文審査結果の要旨
以下の理由によって.上記論文を課程博士授与に値するものと判断する。
申請論文のテーマである|中国の固有企業改革」は1997年の中共同全大会でも主要な議題に取り上げら
れ，経済のマクロコントロール・システムの構築と合わせ，現代中国経済の最重要課題であることは周知
のところである。本論文はこのように80年代後半から最重要謀題として上がっている固有企業改革問題を
臼本・中国の議論・研究をよくサーヴェイして，包括的に研究したものである。包括的というのは論文の
構成(第1章・国有企業改革の沿革，第2章・固有企業の合併と集団化，第3章・国有企業の破産，第4
章・ l司有企業の社会保険制度改革，第6章・固有企業の現代企業制度の確立)からわかるように，歴史，
諸方策とその評価，改革にともなう制度整備.さらに中国企業の真の企業化の問題というように固有企業
改革とそれに随伴する問題を包括的かっ多面的に取り放っているということで，このような包括的研究は
殆どない。まずこの点が一番最初に評価されるべきである。この研究領域においては上原ー慶教授〈京都
大学)の k海市における固有企業改革の実態調査をふまえた研究，川井伸一(愛知大学)の『中凶企業改
革の研究~ (中央経済社1996年)，木崎翠(横浜国立大学)の『現代中国の固有企業一内部構造からの試論』
(アジア政経学会1995年〉などの優れた先行業績があるが，本論文はこれら諸氏の国有企業改革における
研究成果を吸収し，また中凶の_.-次資料分析と現地調査(主として吉林省)を踏まえて書き上げたもので
ある。先行研究を踏まえながら国有企業改革の全体過程を総括し国有企業改革の今後の方向をその戦略
的改組と現代企業制度の確立の実態分析をおこなった点において高く評価できる労作といえる。
以上が本論文ま主旨であるが，個々の章についてみると問題がないわけではないし.また章と章との内
容的関連性が充分に組み立てられているとは言いがたい点も残る。とくに，実態面での分析に力点がある
あまり，他国の事例との比較，理論的分析の掘り下げ面でも今後に課題を残している。にもかかわらず，
膨大な文献・資料の渉猟や解読と現地調子町に基づく本論文はその実証性において，従来の研究水準を引き
上げるのに寄うするものである。
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